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 開  会  

 委 員 長  ただ今から文教厚生常任委員会を開催いたします。 

 これより本委員会に付託されました請願第２号「「尐人数学級推進」「義務教育費国

庫負担制度拡充」にかかわる意見書の提出を求める請願書について」を議題とし、審

査を行います。 

 まず、請願趣旨について、請願者の説明を求めます。 

福岡県教職員組合朝倉支部 石川洋介支部長 

石川支部長  みなさん、改めましておはようございます。 

 まず、冒頭にですね、今、議会事務局のほうよりまいりまして、１点のみ修正をさ

せていただきたいと思いますのでよろしくお願いします。 

 請願書の２枚目ほどにですね、ＯＥＣＤの加盟国が２８になっていると思いますけ

れども、６月段階で３４カ国というふうに加盟数が増えていますので、２８を３４カ

国という形で、修正を最初にしなさいと、議会事務局のほうから言われましたので、

よろしくお願いします。 

 教職員組合の石川です。 

 筑前町議会におかれましては、毎年ですね、この尐人数学級と義務教育費国庫負担

拡充については、意見書の採択をお願いしているところですが、毎年採択をしていた

だいて本当にありがとうございます。 

 また、今日はこういうふうに発表の機会をですね、与えてくださったということで、

大変感謝を申し上げております。ありがとうございます。 

 私たちの請願は、その請願事項にありますとおり、尐人数学級の推進、尐人数学級

というのは、私たち職員組合は、１学級の人数の適正な人数がですね、３０人から２

０人と、いわゆる３０人以下というふうに考えています。 

 こういう請願をもって、例えば３５人が３０人になるんじゃないか、３０人が今度

は２５人になるんじゃないか、２５が２０、１５と下げていくんじゃないかというふ

うな質問もあろうかと思いますけど、私たちは、適正なのは２０から３０というふう

に、文科省のほうもですね、当座３５人学級という形で表明をしていますけれども、

２０から３０というのを尐人数学級というふうに捉えております。 

 それと義務教育費国庫負担、これは後で述べますけれども、負担率が変わってきま

した。前はいわゆる折半、２分の１、国と県が２分の１ということでしたけれども、

国のほうが３分の１持ちますよ、県のほうが３分の２と。それを元のように２分の１

に復元をさせていただきたいという請願を、各機関にですね、意見書として提出をし

ていただきたい、そういう趣旨です。 

 さて、３５人以下学級についてはですね、昨年度１年生と２年生に、本当は１年生、

２年生で同時に、そして３、４、５、６、中学校というふうに文部科学省のほうもき

ちんと制定を、策定をしていたんですけれども、残念ながら３月１１日の東日本大震

災の復興、復旧ということで、私どももそこに全精力を注がないといけないというこ

とで、残念ながらたくさんの要求はできないだろうということで、昨年度は当面、新

２年生について３５人以下学級を実現してくださいという請願を出させていただき

ました。 

 それを採択させていただきましたけれども、今から述べる新２年生についてはです

ね、標準法が改定をされませんでした。そして全国で９００人、福岡県の中で４５人

の加配措置、加配定数というものがつきました。 

 ただ定数加配というのはちょっと危険性があってですね、１つは県の要求がないと

だめなんですよと。いわゆる財政的に余裕がないと要求ができないという制度なんで

す。 
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 さっき私が申しましたように、義務教育国庫負担法は制度が悪くなりまして、教職

員の給与等は、３分の２は県が持たなくちゃいけないということだから、財政的にゆ

とりがないと要求ができないということになります。 

 それともう１つは、筑前町さんのように、先行的に新２年生に３５人学級を町単独

の財政で、先行的に執行されておりました。 

 そういったところは適用除外と、いわゆるお金を持っておる市町村には新２年生と

言えども３５人以下学級の恩恵は受けさせないという、非常に不合理な定数加配とい

うものになっています。 

 だから、義務標準法と申しますけれども、そこに書いていますけれども、１学級の

人数を今、４０人から３５人という形で、段階的にやっぱり変えていく必要というの

があるだろうということで、当面というところから、今年はやはりすべての学級に順

次３５人以下学級を入れていくという請願にしております。 

 ただ、定数加配という不十分ではありましたけれども、本来の趣旨に戻すというこ

とになっています。 

 ＯＥＣＤのことが、ＯＥＣＤ諸国と比べてということがありますけれども、いわゆ

る経済協力開発機構というふうにＯＥＣＤは申しますけれども、さっき申しましたよ

うに３４カ国の中でですね、１学級当たりの児童生徒数または教員１人当たりの児童

生徒数が非常に多くなっているというのは、昨年度の、資料の一番下のほうに、資料

を付けておりますけれども、これはもう結果からしてもＯＥＣＤの中では最下位とい

うことになっています。 

 また文部科学省が出しました今後の学級編成及び教職員定数に関する国民からの

意見書という形でまとめ上げていますけれども、６割の方が２６人から３０人が適切

な人数ですよと、そういう人数を望んでいますということも述べられています。 

 さて、今、ゆとり教育からの脱却と、これは請願書のほうには書いていませんけれ

ども、ゆとり教育からの脱却ということで、小学校、中学校とも、今年中学校ですけ

れども、新学習指導要領というのが本格実施になりました。 

 小学校ではですね、２５％の学習量が増えます。算数については３５％増えるとい

うことになっています。 

 ただ授業時間は増えないですよね、授業時間は増えないんだけれども、教える内容

が増えたということ、それと筑前町さんもかなり精力的にやってます学力向上、こう

いった面。私たちもその期待に応えていかなくちゃいけない。それが教職員の命題だ

というふうに思います。 

 しかし、不登校とか、いわゆる生徒指導上の課題がたくさん山積みもしていますし、

保護者も多様な価値観からですね、いろんな対応が迫られています。 

 そういった社会状況等の変化によって、今まで以上に一人ひとりの子どもに対する

きめ細やかな対応というのが迫られています。 

 私たちもその期待には応えていかなくちゃいけない。だけどもう、なかなか現実的

に学級人数が４０人という壁がありますので、なかなか難しいということで、そこの

ところについてやっぱり、どこに住んでいても機会均等に一定水準の教育が受けられ

るということを求めています。 

 さて、最後になりますけれども、義務教育国庫負担法の三位一体改革、いわゆる小

泉純一郎さんですね、そのことで行財政改革がありましたけれども、さっき言った負

担率が悪くなるということで、地方財政をも圧迫ということは避けて通れないだろう

というふうに思っています。 

 将来を担って、いわゆる教育は先行投資というふうに私たちも考えていますけれど

も、やっぱり政府が予算の概算要求を立てるのが７月か８月ということになりますの

で、あえてやっぱり６月議会の中で、趣旨をご理解いただいてですね、関係機関へ意
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見書の提出をしていただくことで、尐人数学級推進及び義務教育国庫負担法の拡充と

いう形で進めていくということを改めてお願い申し上げましてですね、請願者の意見

というふうにさていただきたいと思います。どうもありがとうございました。 

 委 員 長  以上で、請願者からの説明が終わりました。 

 これから、請願第２号に対する質疑に入ります。 

 請願者並びに紹介議員に対し、ご質疑がありましたらお願いします。 

矢野勉委員 

矢野委員  どうもお疲れでございます。 

 この資料のところに書いてあるのをお聞きしたいんですけれども、１学級当たりの

児童生徒数が日本とＯＥＣＤの平均で書いてあるんですけど、その後に右側に、教員

１人当たりの児童生徒数については、えらいＯＥＣＤとあまり変わらないような数字

になっているんですけど、これは、どういうことでこういう数字になるんでしょうか。 

石川支部長  統計をすべてＯＥＣＤのほうはですね、教育予算だけじゃなくて経済予算から、す

べてのＯＥＣＤ加盟国がある時期に統計を取ります。その中ではじき出された、具体

的な各国が出した数字ということになっています。 

 確かに、今、質問されてありがたいんですけれども、人数的には変わらないんだけ

れども、１つは、この中でない予算関係がですね、全然やっぱり違うというのがです

ね、１つあります。 

 その予算も上げとけばよかったんですけれども、予算となるとなかなかはじき出す

のに、すべての数字を、額をはじいて行かなくちゃいけないということで、その集計

等がちょっと遅れておりますので、予算等はありませんでした。 

 委 員 長  矢野勉委員 

 矢野委員  私が思ったのは、これは、１学級当たり先生は、今は日本では２８から３０、小学

校は２８という、変えたんですけど。教職員の数としてはＯＥＣＤとそんなに変わら

ないけれども、学級の担任の先生が、こういう左側の数字であって、右側は、先生が

他に、担任以外におられるけれども、そうするとこういう数字になるということで捉

えていいんでしょうか。 

石川支部長  そういうことも言えます。確かに。それがすべてではないですけれども。 

 委 員 長  請願者は挙手をして、委員長の許可を得て発言をしてください。 

矢野勉委員 

 矢野委員  ３０人学級を要望されているんですけど、今、３５人学級が１年生だけなったんで

すね。実現をする可能性というのは、いきなり３０人ということじゃなくて、３５人

学級からスタートしたほうが、１年生だけじゃないですか、今、あとは全然なってな

いわけですからね。 

 全部させるためには、僕も２年生はぜひなると思っていたんですけど、ならなかっ

たんですけど。 

 中学校の１年生もですね、ぜひ３５人学級に早くしてもらいたいんですね。いきな

り３０人というのはなかなか難しいんで、できれば要望としては３５人学級を強く要

望したほうが、そしてなりつつあるときに、その次の段階。  

 要望としては２０人から３０人が一番いいというのはよく分かります。私もそれが

一番いいと思っていますけど、今の段階で３０人学級じゃ難しいと思うんですね。 

 要望としてはそういう出し方になると思うんですけど、ここはちょっと下げてされ

たがいいんじゃないのかなと思いましたけれども、いかがでしょうか。 

 委 員 長  石川洋介支部長 

石川支部長  おっしゃるとおりだとは思いますけれども、最終的に３５人学級の請願を挙げても
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いいんですけれども、私たちはやっぱり適正は３０人以下ということで、やっぱり請

願の趣旨というのはある程度一貫した形でやっていかないと、その都度、その都度で

はやっぱりいけないというふうに思います。 

 文科省も総務省もですね、ある程度３５人または３０人という線でいっているんで

すけれども、財務省がなかなか、予算のこともありますので、財務省が一番ネックに

なっているんですよね。そこのところ、財務省と、あと文科省と総務省の関係だろう

というふうに、私たちは判断していますけれども、基本的には財政なゆとりがあれば、

今の４０人学級から義務標準法を変えるという形では可能だというふうに思ってい

ます。ありがとうございました。 

 委 員 長  河内直子委員 

 河内委員  今、矢野委員が３０人より３５人というふうに、最初はですね、おっしゃっていた

んですが、今の尐子化の現状を踏まえた中で、実際クラスで３０人以下学級も結構出

てきているんですよ。 

 ですから、やっぱり私は３０人学級でよろしいんじゃないかなと思います。 

 （「ありがとうございます。」の声あり） 

 委 員 長  石丸時次郎委員 

 石丸委員  考え方はいろいろあると思うんですね。３０人で要求するか３５人でするかという

ような、いろいろあると思うんですが。 

 矢野委員が言われたような方法もあるかとは思います。あるかとは思いますが、私

もやはり河内委員と同じく、３０人で要求することによって、そこが３５人になった

りとか３０人になるということは、向こう側がやることであって、要求はあくまでも

やはり３０人でやるべきだろうというふうに考えます。 

 それで、もう１ついいですか、委員長。 

 委 員 長  石丸時次郎委員 

 石丸委員  先ほど矢野委員から言われて、私もこう見て、教職員の１人当たりの児童生徒数と

いうのは、もうほとんど変わらんわけですね。 

 ただ問題なのが、教員１人当たりの児童生徒数はあんまり変わらんけれども、その

中身ですね。例えば、今、加配とかいろいろありますけれども、そういう先生たちと

言いますか、そういう人たちまで入れての、この１８．６人とかいうふうになるわけ

でしょう。 

 いわゆる正規の正職の先生たちの１人当たりの１８．６人ということじゃないとい

うことですね。その内容はそういうことでしょう。加配とかそういうことで手当をし

よるから、１８．６人になっておるということで、ここも１つは問題だなというふう

に思います。 

 ですから、３０人以下にすることによって、同時に正規の教職員が増えていくとい

うことにもなるかと思いますので、本来の姿になっていくんじゃないかなというふう

に思います。 

 委 員 長  石川洋介支部長 

石川支部長  人数が減ったということで、教職員が楽をするんじゃないかというような意見も聞

かれますけれども、私たちとしてはですね、私も最大４４人の子どもたちを卒業させ

てまいりました。最低が宝珠山で１３人と。１３人のほうが厳しかったです。 

 なぜかと言うと、一人ひとりに声も、目もかけなくちゃいけない、いろんなものを

しなくちゃいけないということで、責任の重さというのはですね、逆に学級の人数が

尐なくなったほうが、非常に責任は重くなるということは痛感をしております。 

 ですから、人数だけじゃなくて、尐なくすることで、私たちも責任を果たさなくち

ゃいけないということは肝に銘じているところです。申し訳ありませんでした。 



5 

 

 委 員 長  他に質疑はありませんか。 

 これで、質疑を終わります。 

 以上で、請願者からの説明が終わりましたので、請願者及び紹介議員には退席をし

ていただきます。たいへんお疲れ様でございました。 

 （請願者及び紹介議員退席） 

 委 員 長  続きまして、参考人として所管課、教育課長にお出でいただいております。 

 （教育課長着席） 

 委 員 長  それでは、所管課への質疑に入ります。 

 教育課長に対し、ご質問がありましたらお願いいたします。 

矢野勉委員 

 矢野委員  今、請願者のほうからお話を聞かせていただいて、大まかな内容は分かりましたの

で、今度は教育委員会として、どのようにこの件について考えてあるかというのを、

説明をお願いしたいと思っております。よろしくお願いします。 

 委 員 長  教育課長 

 教育課長  今回の請願の内容につきましては、実は先日、６月の２１日の定例教育委員会の中

で、議題としてお諮りをいたしまして、教育委員の意見を取りまとめたところでござ

いますが、その内容としましては、お手元に参考資料をお配りをいたしております。

全国町村教育長会、第５４回定期総会の資料をおあげしておりますが。 

 実は、この２４年の５月１７日全国町村教育長会に、うちの大雄教育長も出席をい

たしておりまして、この中で教育長会の宣言、決議がなされ、その決議の中に要望事

項ということで、３ページになっておりますが。 

 われわれ全国町村教育長会は、教育基本法の理念に基づく教育の実現のために、地

域の強い絆のもとに、地域に根差した教育行政を推進する決意を表明したということ

で、前のページに決意表明がなされておりますが。 

 その次にですね、教育行政の中立性・安定性・継続性を確保するために、教育委員

会制度を堅持し、義務教育の基本である教育の機会均等を実現することを、強く要望

するということで、以下の最重点要望・要望事項についても、国の教育行政の責任に

おいて実現されるよう要望するということで、国のほうに要望書の提出がなされてお

ります。 

 その具体的な要望の内容の中にですね、まず、４ページでございますが、重点要望

の中の２番目に、初等中等教育の振興に向けての支援ということで、これにつきまし

ては、文科省の諮問機関であります公立義務教育諸学校の学級規模及び教職員配置の

適正化に関する検討会議からの提言が、尐人数学級の提言、３５人以下学級の提言が

なされておりますが、それの積極的な推進とその実現ということで、まず１番目、（１）

に、全国一律の教育機会均等を保障するため、小学校、中学校全学年３５人以下学級

の実現ということ、それから５ページですが、６番目の教員の質と量の確保と充実に

向けての支援ということで、（１）に義務教育費国庫負担率の、現行３分の１から２

分の１への復活ということをですね、要望事項ということで、挙げているということ

で、これにつきましては、全国の教育委員会、教育長会の要望であるという確認を取

ったところでございます。 

 こういうことで、今回請願が出ております請願の趣意書というかの、趣旨、理由等

について、定例教育委員会の中で議論をいただきまして、結論的にはですね、筑前町

教育委員会としましても、義務教育の基本である機会均等の実現及び義務教育水準の

維持のために義務教育費国庫負担率を、現行の３分の１を２分の１に復活すること。

それから、全国一律の教育機会均等を保障するために、小学校、中学校全学年３５人

以下学級の実現を図ること、これが筑前町教育委員会としての意見であるという、と
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りまとめを行ったところでございます。以上でございます。 

 委 員 長  他に質疑はありませんか。 

ないようです。これで、質疑を終わります。 

 以上で、所管課の質疑が終わりましたので、教育課長には退席をしていただきます。

たいへんお疲れ様でございました。 

 （教育課長退席） 

 委 員 長  これより、討論に入ります。 

 討論はございませんか。 

河内直子委員 

 河内委員  賛成の立場から討論します。 

 「尐人数学級推進」「義務教育費国庫負担制度拡充」、国庫負担を元に戻すというの

は、私たちも要求していることですので、賛成したいと思います。 

 賛成の立場を表明いたします。 

 委 員 長  他に討論はございませんか。 

 （反対討論なし） 

 委 員 長  以上で、討論を終結いたします。 

 これより請願第２号「「尐人数学級推進」「義務教育費国庫負担制度拡充」にかかわ

る意見書の提出を求める請願書について」を、採決いたします。 

 請願第２号は、採択することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 委 員 長  挙手全員です。 

 したがって、請願第２号「「尐人数学級推進」「義務教育費国庫負担制度拡充」にか

かわる意見書の提出を求める請願書について」は、採択と決定いたしました。 

 お諮りします。 

 ただ今、採択しました請願第２号は、お手元にお配りしました請願書記載のとおり、

意見書を関係行政庁へ提出したいと思います。 

 これに、異議ありませんか。 

河内直子委員 

 河内委員  先ほど請願書の部分だけＯＥＣＤ加盟国３４を訂正されたんですが、意見書案の中

にも２８カ国が出て来ますので、そこを訂正した上で提出をしていただきたいと思い

ます。 

 委 員 長  意見書案の中にＯＥＣＤ加盟国２８カ国を訂正し、３４カ国とすることの提案がご

ざいましたので、そのようにしたいと思います。 

 これに、ご異議ありませんか。 

 （異議なし） 

 委 員 長  異議なしと認めます。 

 したがって、請願第２号については、地方自治法第９９条の規定により、関係行政

庁へ意見書を提出いたします。 

 なお、本委員会の審査結果報告書等の案文につきましては、委員長にご一任いただ

きたいと思いますが、ご異議ありませんか。 

 （異議なし） 

 委 員 長  ご異議がありませんので、そのように決定をいたします。 

 散  会  




